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税務訴訟資料 第２６０号－１３３（順号１１４８９） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 賦課決定処分取消請求事件 

国側当事者・国（青梅税務署長） 

平成２２年７月３０日棄却・控訴 

 

判 決 

原告         甲 

同代理人弁護士    田中 博文 

被告         国 

同代表者法務大臣   千葉 景子 

処分行政庁      青梅税務署長 

           佐藤 潤一 

同指定代理人     渡邊 未来子 

           出田 潤二 

           永瀬 満 

           信本 努 

           高橋 理和子 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

 青梅税務署長が原告に対して平成１８年１０月３１日付けでした、亡乙（平成１６年３月１４日

相続開始）の相続に係る相続税の再更正処分のうち課税価格５億３２７８万３０００円、納付すべ

き税額１億５６９５万０７００円を超える部分（ただし、平成１９年１１月５日付け裁決により一

部取り消された後のもの）及び青梅税務署長が原告に対して平成１８年６月３０日付けでした亡乙

（平成１６年３月１４日相続開始）の相続に係る相続税の更正処分に係る過少申告加算税賦課決定

処分（ただし、平成１９年１１月５日付け裁決により一部取り消された後のもの）を取り消す。 

第２ 事案の概要 

１ 事案の要旨等 

 本件は、被相続人乙（以下「本件被相続人」という。）の相続（以下「本件相続」という。）に

係る相続税の申告をした原告が、処分行政庁から、平成１８年６月３０日付けで更正処分（以下

「本件更正処分」という。）及び過少申告加算税賦課決定処分（以下、この賦課決定処分を「本

件賦課決定処分」といい、本件更正処分と併せて「本件更正処分等」という。）を受け、さらに

同年１０月３１日付けで再更正処分（以下「本件再更正処分」という。）及び過少申告加算税賦

課決定処分（以下、この賦課決定処分を「本件再賦課決定処分」といい、本件再更正処分と併せ

て「本件再更正処分等」という。）を受け、その後、本件更正処分等と本件再更正処分等につい
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て併せ審理した国税不服審判所長から、平成１９年１１月５日付けで本件更正処分、本件再更正

処分及び本件賦課決定処分の各一部と本件再賦課決定処分の全部を取り消す裁決（以下「本件裁

決」という。）を受けた原告が、本件再更正処分及び本件賦課決定処分は、相続財産の価額の評

価を誤るなどの理由により違法であるとして、本件再更正処分のうち原告の申告を上回る部分及

び本件賦課決定処分（ただし、いずれも本件裁決により一部取り消された後のもの）の取消しを

求める事案である。なお、訴状再訂正申立書（平成２０年７月２５日付け）の記載によれば、本

件訴えのうち過少申告加算税賦課決定処分の取消しを求める部分は、本件再賦課決定処分の取消

しを求める趣旨と解する余地がないではないが、本件訴状第２の１．４）には本件裁決の対象と

された原処分を取消しの対象とする趣旨の記載があり、訴状再訂正申立書には本件裁決により一

部取り消された後の過少申告加算税賦課決定処分の取消しを求める旨の記載があるところ、本件

再賦課決定処分は本件裁決により全部取り消されていることに照らし、上記部分の趣旨は、本件

賦課決定処分の取消しを求めるものであると解される。 

 被告が本件において主張する原告の相続税額及び本件更正処分に係る過少申告加算税の額は

別紙１更正等の根拠及び計算のとおりである。 

２ 前提事実（争いのない事実、顕著な事実並びに掲記の証拠及び弁論の全趣旨により容易に認め

られる事実） 

(1) 本件相続の相続人は原告ほか４名（以下、「本件共同相続人」といい、原告以外の４名の共

同相続人を「訴外相続人ら」という。）である（弁論の全趣旨）。 

(2) 原告は、本件被相続人（平成１６年３月１４日相続開始）の財産を相続し、処分行政庁に

対し、法定申告期限内にその相続に係る相続税（以下「本件相続税」という。）の申告書を提

出した（争いのない事実）。 

 本件相続の相続財産には別表５の１ないし７５記載の土地が含まれている（弁論の全趣旨。

以下、別表５の１ないし３４記載の土地を「本件各土地」という。また、本件各土地のうち、

別表５の１記載の土地を「本件土地１」、同別表の２記載の土地を「本件土地２」のようにい

うほか、本件土地１を「本件Ａ土地」、本件土地２及び３を「本件Ｂ土地」、本件土地４ないし

２１を「本件Ｃ山林」、本件土地２２ないし２４を「本件Ｄ山林」、本件土地２５ないし３４を

「本件Ｅ山林」といい、本件Ｃ山林、本件Ｄ山林及び本件Ｅ山林を「本件各山林」と総称する。）。 

(3) 原告は、平成１８年２月９日、処分行政庁に対し、本件相続税の修正申告書（以下「本件

修正申告書」という。）を提出した（争いのない事実。以下、本件修正申告書の提出による修

正申告を「本件修正申告」という。）。これに伴い、原告は、同月２２日付けで過少申告加算税

賦課決定処分を受けた（甲１）。 

(4) 処分行政庁は、平成１８年６月３０日付けで、本件相続税の更正処分（本件更正処分）及

び過少申告加算税賦課決定処分（本件賦課決定処分）をした（争いのない事実）。 

(5) 原告は、平成１８年７月６日、本件更正処分等の取消しを求め、処分行政庁に対し、異議

申立て（以下「本件異議申立て」という。）をした（甲１）。処分行政庁は、同年１０月６日付

けで、本件異議申立てを棄却する旨の決定（以下「本件異議決定」という。）をし、本件異議

決定の決定書は同月７日に原告に到達した（争いのない事実）。 

(6) 処分行政庁は、平成１８年１０月３１日付けで、原告の本件相続税について、再更正処分

（本件再更正処分）及び過少申告加算税賦課決定処分（本件再賦課決定処分）をした（甲１）。 

(7) 原告は、平成１８年１１月６日、国税不服審判所長に対し、本件更正処分等に対する審査
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請求（以下「本件審査請求」という。）をした（争いのない事実）。 

(8) 国税不服審判所長は、国税通則法１０４条２項の規定に基づき、本件審査請求の審理にお

いて本件再更正処分等について併せて審理した上、平成１９年１１月５日付けで、本件更正処

分、本件再更正処分、本件賦課決定処分の各一部と本件再賦課決定処分の全部を取り消す旨の

裁決（本件裁決）をした（甲１）。本件裁決の通知書は同月７日、原告に到達した（争いのな

い事実）。 

(9) 上記(2)の本件相続税の申告、本件修正申告、上記(3)の過少申告加算税賦課決定処分、本

件更正処分等、本件異議申立て、本件異議決定、本件再更正処分等、本件審査請求及び本件裁

決の内容は別表１のとおりである（甲１）。 

(10) 原告は、平成２０年５月７日、本件訴えを提起した。本件訴状の請求の趣旨には、本件更

正処分等の取消しを求める旨が記載されていた（顕著な事実）。 

(11) 原告は、平成２０年７月２５日、訴状再訂正申立書を提出した。同申立書には、本件の請

求の趣旨を前記第１記載のとおり訂正する旨が記載されていた（顕著な事実）。 

３ 財産評価基本通達（昭和３９年４月２５日付け直資５６・直審（資）１７国税庁長官通達。た

だし、平成１７年５月１７日付け課評２－５による改正前のもの。乙５。以下「評価通達」とい

う。）及び「平成１６年分財産評価基準書評価倍率表」（乙６。以下「評価倍率表」という。）の

定め 

 本件各土地の評価に関連する評価通達及び評価倍率表の定めは、別紙２のとおりである。 

４ 争点 

(1) 本件再更正処分の取消しを求める訴えの適法性 

(2) 本件各土地の評価の適法性 

５ 当事者の主張の要旨 

(1) 争点(1)（本件再更正処分の取消しを求める訴えの適法性）について 

ア 被告 

(ア) 国税に関する法律に基づく処分で不服申立てができるものの取消しを求める訴えは、

異議申立てをすることができる処分にあっては異議申立てについての決定を、審査請求を

することができる処分にあっては審査請求についての裁決をそれぞれ経た後でなければ、

提起することができず（国税通則法１１５条）、ここでいう異議申立て及び審査請求は、

いずれも適法に行われたものでなければならないと解されている。税務署長がした処分に

不服がある者は、その処分をした税務署長に対して異議申立てをすることができ（国税通

則法７５条１項１号）、当該異議申立てについての決定があった場合において、当該決定

を経た後の処分になお不服があるときは、国税不服審判所長に対して審査請求をすること

ができる（同条３項）が、税務署長がした処分に対して適法な異議申立てがされていない

場合には、当該処分に対する審査請求をすることはできないこととなる。本件で、原告は、

本件再更正処分に対する異議申立てを行っていないから、本件再更正処分について適法な

審査請求による裁決を経ていないのであって、当該処分の取消しを求める訴えを提起する

ことはできない。なお、異議申立ての対象とされなかった処分に関する審査請求は本来不

適法なものであるから、これに対し誤って実体審理の上裁決がされたとしても、それによ

って異議申立ての対象となされなかった処分につき異議申立てがされたことになるもの

ではない。 
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(イ) 本件訴えは、本件再更正処分があったことを知った日から６か月以上経過し、本件再

更正処分から１年以上経過した平成２０年５月７日に提起されており、出訴期間を徒過し

ている。 

イ 原告 

 更正処分に対する異議決定の後に増額再更正処分がされているという本件の事実関係に

照らすと、課税処分の取消しを求める訴訟を提起するためには再更正処分に対する異議申立

てを前置しなければならないとの解釈を採ることは、更正処分に対する不服申立て等を無益

なものとする結果をもたらすものであり、納税者の権利救済を著しく妨げる。特に、本件で、

国税不服審判所長が本件更正処分に対する審査請求である本件審査請求の審理において、本

件再更正処分等について併せて審理を行い（国税通則法１０４条２項）、本件更正処分及び

本件賦課決定処分の各一部だけでなく、本件再更正処分の一部及び本件再賦課決定処分の全

部を取り消す裁決をしていることにかんがみれば、本件再更正処分に対する不服申立てを行

っていないとの理由で本件再更正処分に対する訴えが不適法となるというのは不当である。 

(2) 争点(2)（本件各土地の評価の適法性）について 

ア 被告 

 被告は、評価通達、「平成１６年分財産評価基準書 路線価図」（乙１６。以下「路線価図」

という。）及び評価倍率表に基づき本件各土地の評価額を算定した。 

(ア) 本件Ａ土地について 

ａ 本件Ａ土地は、あきる野市の市街化区域のうち、路線価地域及び主要地方道Ｆ号線沿

い及び都道Ｇ号線沿いの地域以外の地域にある畑なので宅地比準方式で評価すること

になる。そして、本件Ａ土地は倍率方式により評価すべき地域内に所在する市街地農地

であるから、まず、本件Ａ土地が宅地であるとした場合の価額として、本件Ａ土地の近

傍宅地の１㎡当たりの固定資産税評価額に、同地域にある宅地を評価するための固定資

産税評価額に乗ずる倍率である１．１を乗じて近傍宅地の１㎡当たりの評価額を求め、

その上で、当該近傍宅地と本件Ａ土地との位置、形状等の条件の差を考慮して本件Ａ土

地の１㎡当たりの評価額を算定した。 

ｂ 具体的には、次のとおりである。 

① ８万６２５６円（近傍宅地の固定資産税評価額）×１．１（上記ａ）＝９万４８８

１円 

② ９万４８８１円×０．９５（奥行価格補正率）＝９万０１３６円 

③ ９万０１３６円×０．８８（不整形地補正率）＝７万９３１９円 

④ ７万９３１９円－５００円（平坦地の整地費）－６００円（伐採・抜根費）＝７万

８２１９円 

⑤ ７万８２１９円×１２１㎡＝９４６万４４９９円 

⑥ ９４６万４４９９円×０．９５（生産緑地による調整率）＝８９９万１２７４円 

ｃ 上記のうち、奥行価格補正率は、評価通達１５の定めにより、普通住宅地区の奥行距

離７．１ｍに相当する０．９５とするのが相当である。原告は、奥行価格補正率は０．

９２であるとするが、そのように解する根拠はない。また、不整形地補正率は、想定整

形地の間口距離が１７．０ｍ、奥行距離が１１．４ｍで地積が１９３．８㎡であること

から、かげ地割合が３７．５６％となり、不整形地補正率は評価通達２０に従って０．
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８８となる。原告は、不整形地補正率は０．８２とすべきであると主張するが、そのよ

うに解する根拠はない。さらに、原告は、宅地造成費相当額として１㎡当たり４０００

円を控除すべきと主張し、これは当該土地が傾斜地であることを前提とするものと解さ

れるが、本件Ａ土地は平坦な土地であり、傾斜地の宅地造成費相当額を適用して評価す

ることはできない。なお、原告は、本件Ａ土地が宅地であるとした場合の１㎡当たりの

価額算定に当たり、処分行政庁が、市の発行した「土地評価証明書」備考欄に近傍土地

㎡当たりの価額として記載した８万６２５６円を採用したことが不当である旨主張す

るようであるが、当該金額は、原告が主張する路線価９万６７００円に、原告が主張す

る時点修正率０．８９２を乗じた金額と同額であるから、原告の当該主張には理由がな

い。 

ｄ 本件Ａ土地と道路を挟み隣接する土地について原告が平成１９年に譲渡した売買実

例からみても、被告の主張する評価額は時価を上回るものではないと解される。 

(イ) 本件Ｂ土地について 

ａ 本件Ｂ土地は、路線価地域内に所在する市街地農地であるため、まず、路線価方式に

よって自用地としての１㎡当たりの評価額を算出した上で、評価額を算定するのが相当

である。 

ｂ 具体的には次のとおりである。 

① １１万００００円（正面路線価）×１．０（奥行価格補正率）＝１１万００００円 

② １１万００００円（側方路線価）×１．０（奥行価格補正率）×０．０５（側方路

線影響加算率）＝５５００円 

③ （１１万００００円＋５５００円）×０．９９（不整形地補正率）＝１１万４３４

５円 

④ １１万４３４５円－５００円（平坦地の造成費）＝１１万３８４５円 

⑤ １１万３８４５円×５０８㎡＝５７８３万３２６０円 

ｃ 本件Ｂ土地の奥行価格補正率を求めるための奥行距離の算出に当たっては、本件Ｂ土

地の北側と東側に路線があることから、どちらが正面路線であるかを定めてから算定を

する必要があるが、北側道路を正面と見た場合の奥行距離は２１ｍ（地積を間口距離で

除した数値が想定整形地の奥行の距離を超えるため、想定整形地の奥行距離の２１ｍと

なる。）、東側道路を正面と見た場合の奥行距離は２３．６ｍとなり、どちらを正面路線

としても奥行価格補正率は１．０で、価額は変わらない。したがって、路線に接する距

離の長い方の路線を正面路線とすべきであり、北側の路線を正面路線とする。そうする

と、奥行距離は２１ｍで、奥行価格補正率は１．０となる。原告は、正面路線は、奥行

価格補正後の価額が低い方の路線とすべきである旨主張するが、本件Ｂ土地は、上記の

とおり、北側路線と東側路線のどちらを正面路線としても、奥行価格補正を要しない土

地であるから、原告の主張は前提を欠く。不整形地補正率は、普通住宅地区所在の５０

０㎡以上７５０㎡未満の土地のかげ地割合１０．４％に対応する値である０．９９であ

る。また、原告は、宅地造成費相当額として１㎡当たり４０００円を控除すべきである

旨主張するが、本件Ｂ土地は区画整理を了したほぼ平坦な土地であり、同土地の周辺に

ある既存住宅の状況と比較しても、土盛り又は土止めを要しないことは明らかであり、

傾斜地に適用される宅地造成費相当額を控除することはできない。 
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ｄ 本件Ｂ土地と同じ区画整理地域内の住宅地としての地価公示価格と比べても、本件Ｂ

土地の評価が時価を超えるとはいえない。 

(ウ) 本件各山林について 

ａ 本件Ｃ山林は、国道Ｗ号線（通称Ｈ街道。以下「Ｈ街道」という。）の北側に位置し、

八王子市Ｉ町（以下「Ｉ町」という。）の市街化調整区域に存する山林、本件Ｄ山林は、

八王子市Ｊ町（以下「Ｊ町」という。）の市街化調整区域のうち、農業振興地域内の農

用地区域及びＨ街道以北の地域以外の地域に存する山林で、いずれもいわゆる里山であ

る。本件Ｅ山林は、Ｎ沿いの八王子市Ｋ町（以下「Ｋ町」という。）の北部に所在し、

農業振興地域内の農用地区域内以外の地域にある。また、本件Ｅ山林のうち、本件土地

３４はいわゆる里山であり、本件土地２５は、Ｋ町の農業振興地域の南側に位置し、土

砂流出防備保安林に該当する。 

ｂ 本件各山林は、東京国税局長が定めた財産評価基準において、いずれも中間山林で倍

率方式により評価することとされており、その固定資産税評価額に乗ずる倍率は本件Ｄ

山林で４３倍、本件Ｃ山林で８５倍、本件Ｅ山林で６９倍と定められているから、本件

各山林の固定資産説評価額に各評価倍率を乗じて評価額を計算すると、本件Ｃ山林の評

価額合計は２億４３１８万６１０５円、本件Ｄ山林の評価額合計は２５９０万５１７８

円、本件Ｅ山林の評価額合計は６５７３万６５４１円となる。 

ｃ 評価通達では、山林の倍率を、① 純山林について、地勢、土層、林産物の搬出の便

等の状況の類似する地域ごとに、② 中間山林については、地価事情の類似する地域ご

とにその地域にある山林の精通者意見価格等を基として国税局長が定めるとされてい

る。この場合の「類似する地域」について「町名」又は「大字」などの行政区画として

まとまった地域ごとに評価倍率を定めることは、課税事務の公平と効率の観点から合理

性を有し、町名を単位に評価倍率を定める方法が著しく合理性を欠くといった特段の事

情が存しない限り、町名を地域の単位とする方法は、合理的な評価方法として一応是認

できるところ、本件各山林が所在する各町を取り巻く地理的状況は、各町内では著しく

異なるものではないから、本件において、結果として各町を単位に山林の倍率を定めた

方法が著しく合理性を欠くものではない。 

 また、純山林は通常林業経営のための林地と解されており、また、中間山林は市街地

付近又は別荘地帯等にある山林で、通常の純山林と状況を異にするため純山林として評

価することを不適当と認めるものをいうとされるところ、平成１６年分倍率表によると、

八王子市において純山林として区分される地域は概ね都道Ｌ号線を境に同市内の西側

に存する一帯の地域に限られ、その地域は、隣接するＸ村、相模原市等の山林地域とと

もに広範な純山林地域（いわゆる奥山）を構成しているのであり、その東側においては、

概ね市街地との境に当たる地域までの間に所在する山林を中間山林として区分されて

いる。そして、本件各山林は、その東側の地域に属し、いずれも市街地付近にあって、

周辺には、学校、病院、ゴルフ場、不燃物処理センター、霊園といった施設が多数所在

し、そのような施設に乏しい都道Ｌ号線以西とは明らかに状況を異にしている。すなわ

ち、本件各山林は、通常の林業経営のための山林とは状況を異にしており、純山林とし

ての評価が不適当であることは明らかである。 

 純山林、中間山林又は市街地山林は、地理的な条件は異なるものの、いずれも同一状
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況下で竹木の生育する一定の面的な広がりをもった一団の林地と解され、たとえば、そ

の全体的な地理状況から中間山林と区分された土地の中に、一部地勢、地形等が複雑で、

傾斜の度合いが強い部分があったとしても、その部分のみをとらえて純山林として区分

し、評価を別にすることは、評価通達が定める山林の評価方法として合理的なものとい

えない。 

 したがって、本件各山林の全部又は一部を純山林として評価すべきであるとの原告の

主張は失当である。 

ｄ 原告は、本件再更正処分における本件各山林の評価額は、地元精通者の意見に比し、

相当に高額である旨主張するが、この主張には客観的な裏付けがなく、失当である。 

 原告は、本件各山林の一部は、その地勢、傾斜角度等の要素からして、相当な造成費

を投じない限り宅地転用ができないものもあるから、本件各山林の評価は、この点を考

慮して行われるべきである旨主張するが、本件各山林は市街化調整区域にあり、原則と

して建築物の建築の用に供する目的で行う土地の区画形質の変更等の開発行為は禁止

されているから、本件各山林の評価について、宅地化を前提に個別の事情を考慮した評

価方法を採ることは、時価算定の方法として合理的ではなく、原告の上記主張は、前提

を欠く。 

 なお、本件Ｃ山林と本件Ｅ山林を取り巻く地理的状況は大きく異なり、本件土地１９

と本件土地２９の土地とではそれぞれが存する地域、すなわち「地価事情の類似する地

域」が異なるのであって、同一の評価額であるべきとする原告の主張には理由がない。 

ｅ 本件各山林に最も近接する中間山林の地価公示地の地価公示価格や本件Ｃ山林に隣

接する土地を原告が譲渡した価格と比較しても、本件各山林の評価額は時価を上回るも

のとはいえない。 

 原告は、本件各山林の相続税評価額が時価を超えて不合理であることの立証を何ら行

っていない。 

イ 原告 

(ア) 本件Ａ土地について 

ａ 評価通達によれば、市街地農地の評価は、同農地が宅地であるとした場合の１㎡当た

りの価額から、その農地を宅地に転用する場合において通常必要と認められる１㎡当た

りの造成費相当額を控除した金額による。本件Ａ土地について、本件再更正処分では、

市が評価証明書の備考欄に近傍宅地㎡当たりの価格として記載した価格をもって、近傍

宅地価格とした。しかしながら、本件では問題となる農地に沿接する街路に路線価が付

されているので、これによるべきである。また、本件再更正処分では、上記近傍宅地㎡

当たりの価格に相続税評価倍率を乗じているが、これは、根拠がない。上記近傍宅地㎡

当たりの価格は、路線価に時点修正率を乗じた金額にすぎず、評価通達２１の倍率方式

の基準となる価格に当たらない。 

ｂ 本件Ａ土地の正当な評価額及びその算定方法は次のとおりである。 

① ９万６７００円（路線価）×０．９２（奥行価格補正率）＝８万８９６４円 

② ８万８９６４円×０．８２（不整形地補正率）＝７万２９５０円 

③ ７万２９５０円－４０００円（造成費）＝６万８９５０円 

④ ６万８９５０円×０．８９２（時点補正率）≒６万１５０３円 



8 

⑤ ６万１５０３円×１．１（相続税評価倍率）≒６万７６５３円 

⑥ ６万７６５３円×０．９５（生産緑地による調整率）≒６万４２７０円 

⑦ ６万４２７０円×１２１㎡＝７７７万６６７０円 

ｃ 本件Ａ土地の造成費については、同土地は梅林であり、凹凸のある地形であるから、

整地費、伐採・抜根費、地盤改良費、土盛り費などの宅地造成費を必要とするものであ

り、傾斜度が３度以下の宅地造成費である１㎡当たり４０００円が相当である。 

ｄ 本件Ａ土地の隣接地は、発展途上の市街地にある農地を住宅用地として譲渡したもの

で、売買時期も相続時とはかなり異なる時期であるから本件Ａ土地の価格の参考とはな

らない。 

(イ) 本件Ｂ土地について 

ａ 本件Ｂ土地の正当な評価額及びその算定方法は次のとおりである。 

① １１万００００円（正面路線価）×０．９９（奥行価格補正率）＝１０万８９００

円 

② １１万００００円（側方路線価）×０．０５（側方路線価影響加算率）＝５５００

円 

③ （１０万８９００円＋５５００円）×０．９５（不整形地補正率）＝１０万８６８

０円 

④ １０万８６８０円－４０００円（造成費）＝１０万４６８０円 

⑤ １０万４６８０円×５０８㎡＝５３１７万７４４０円 

ｂ 本件Ｂ土地のある地域は、将来商業地区に発展するかもしれないから、宅地としての

造成としては、単なる整地のみでは足りず、地盤改良費、土盛り費、土止め費まで必要

になるから、少なくとも傾斜地の造成費相当の１㎡当たり４０００円が相当である。 

(ウ) 本件各山林について 

ａ 評価通達において山林の評価単位は原則１筆とされているが、被告は一つの町に属す

る土地地積を総合計した地積を評価単位とし、その固定資産税評価額に一つの町全体に

共通の倍率を乗じて評価額を計算しており、評価通達に反する。このような評価方法は、

各筆の特性である地勢、土層、林産物の搬出の便等の価格構成における極めて重要な要

素を無視又は放棄したもので、極めてずさんなものになるから適正時価の算定とはいえ

ない。 

 固定資産税の評価額が地勢、土層、林産物の搬出の便等に応じて妥当に付されている

場合であればともかく、全地域について１㎡当たり２７．７円という同一の固定資産税

評価額が付されている八王子市の場合は、町ごとに画一的な倍率を定める方式では、山

林の各要素に基づく価値の差異が反映されるはずがなく、極めて不均衡かつ不公平な評

価となっているから、そのような評価方法は、相続税法２２条に違反し、また、評価通

達の原則である「財産の評価に当たっては、その財産の価額と影響を及ぼすべきすべて

の事情を考慮」したことにはならず、評価通達にも違反する。 

 本件土地１９と本件土地２９は一つの山林の尾根と山麓に位置するものであるが、町

ごとの倍率が定められた結果、尾根に位置する本件土地１９よりも、山麓に位置し、経

済的価値が勝っていると考えられる本件土地２９の方が倍率が低いという異常な結果

になっている。被告は、本件Ｃ山林と本件Ｅ山林を取り巻く地理的状況は異なる旨主張
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するが、それは、Ｉ町とＫ町の中心部の状況であり、本件Ｃ山林と本件Ｅ山林を取り巻

く状況については、同様に議論することはできず、被告の主張するような評価額におけ

る差異を見出すことはできない。 

 また、本件土地４と本件土地７は、傾斜角度や林産物の搬出距離等が大きく違うにも

かかわらず同じ倍率となっている。このように、町ごとの倍率を採用することは不合理

である。 

ｂ 山林が中間山林に当たるか、純山林に当たるかは、所在地のみならず、地勢、土層、

林産物の搬出の便等も加味して判断すべきであり、また、山林の価額は、評価単位であ

る一筆ごとに評価するべきであるところ、本件再更正処分では、正しくは純山林に当た

る山林を、所在する地域のみを基準として中間山林と評価しているが、これは不当であ

る。また、中間山林の定義からして、通常の山林と状況を異にするものではなければ、

純山林とされるべきであり、Ｉ町、Ｊ町、Ｋ町全域の山林を中間山林とすることは、中

間山林の解釈を誤ったものである。Ｉ町、Ｊ町、Ｋ町は、住宅地として発展途上にある

地域であるとはいえるが、本件山林のうちには、地勢地形等が複雑かつ劣悪であって、

傾斜角度も相当大きい山林があり、これらは、容易に造成できないから、純山林として

評価すべきである。 

ｃ 本件土地４ないし６、本件土地８、本件土地１３ないし３１及び本件土地３４は、傾

斜角度が２０度以上であり、林産物の搬出、植栽、伐採が困難であり、また、岩石が含

まれている割合が平坦地に比して多く、造成が困難であることなどからして、純山林と

して評価すべきである。 

ｄ 本件各山林の正しい評価額及びその算定方法は別表６、７のとおりである。 

ｅ 公示地価額についても、現実の評価に当たっては、造成費を考慮すれば評価額は０に

近くなるのであり、画一的な評価は正当とはいえない。地価公示地は、いずれも市街地

付近であって、宅地化が予定されたもので、現在はいずれも宅地化されているから、本

件各山林と明らかに状況を異にする。原告が譲渡した本件Ｃ山林近くの土地は、全くの

平坦地であり、譲渡の理由も付近道路の整地のための交換であって価額も相手方の申し

入れに従っただけであり、時期も異なる上、この売却価額は造成費用（駐車場としての

簡易な造成を前提とするもので、正規に造成する場合にはより高額が必要となる。）に

基づくものであり、土地自体の価値はないものとして評価されており、参考とならない。 

 本件各山林については、多額の造成費を支出しなければ売却の対象とはならないのが

現実であり、本件各山林は無価値としかいいようがなく、被告の行った本件各山林の評

価が時価を超えることは明らかである。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点(1)（本件再更正処分の取消しを求める訴えの適法性）について 

(1) 前記前提事実(5)及び(7)によれば、原告は、本件訴えの提起前に、本件更正処分等につい

ての異議申立て（本件異議申立て）及び本件異議申立てを棄却する旨の決定（本件異議決定）

に対する審査請求（本件審査請求）をしたことが認められるが、原告が本件再更正処分に対す

る不服申立て（異議申立て及び審査請求）をしたことの証拠はない。したがって、本件再更正

処分の取消しを求める訴えは、国税通則法１１５条１項各号のいずれかの事由がない限り、不

適法なものである（同項）。 
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 この点、前記前提事実(5)ないし(8)によれば、原告は、平成１８年１０月７日に本件更正処

分に対する異議申立て（本件異議申立て）についての本件異議決定があったことを知り、本件

審査請求をしたが、原告が本件審査請求をするかどうかの検討をしている期間に本件再更正処

分を受けたこと、本件審査請求を受けた国税不服審判所長は、国税通則法１０４条２項の規定

に基づき、本件審査請求の審理において本件再更正処分等について併せて審理した上、本件裁

決をしたことが認められる。本件再更正処分がされた結果、本件更正処分は本件再更正処分に

吸収されたと解されるところ、原告が本件再更正処分を争う意思を有することは容易に看取さ

れるのであり、本件裁決の内容にかんがみても、本件再更正処分が本件裁決による裁決の対象

とされていることは明らかである。また、仮に本件再更正処分に対する異議申立てがされた場

合でも国税通則法９０条１項、３項により審査請求がされたものとみなされ、当該異議申立て

に対する独自の判断が示されることはないのであって、別途本件再更正処分に対する不服申立

てを経ることに特段の意味は認められないといわざるを得ない。このように、本件においては、

本件更正処分に対する不服申立手続がとられた結果、本件再更正処分について実質上審理判断

が行われており、これに対する審査請求及び裁決を経ているとみることができる一方、改めて

本件再更正処分について不服申立てをしてもそれに対する独自の判断が示されることはなく

当該不服申立てに意味はないのであって、このような場合、本件再更主処分に対する不服申立

て（異議申立て及び審査請求）を経ないまま原告が本件訴えを提起したことには、国税通則法

１１５条１項３号にいう「正当な理由」があるというべきである。 

(2) 次に、本件再更正処分は、平成１８年１０月３１日付けでされたもので（前記前提事実(6)）、

弁論の全趣旨によれば、原告は、そのころ本件再更正処分を知ったものと認められるが、原告

が本件訴えを提起したのは平成２０年５月７日であり（前記前提事実(10)）、原告が本件再更

正処分があったことを知った日から６か月以内及び本件再更正処分の日から１年以内の出訴

期間をいずれも経過した後のことであるから、正当な理由がない限り、本件再更正処分の取消

しを求める訴えは不適法である（行政事件訴訟法１４条１項、２項）。 

 しかし、前記(1)において説示したところに加え、原告は、本件裁決があったことを知った

日から６か月以内に本件訴えを提起していることにかんがみれば、本件の場合は、処分につき

審査請求をすることができる場合において審査請求があったとき（行政事件訴訟法１４条３項

本文）に準ずるものということができ、本件再更正処分を知った日から６か月以内又は本件再

更正処分の日から１年以内の出訴期間内に本件再更正処分の取消しを求める訴えを提起しな

かったとしても行政事件訴訟法１４条１項ただし書及び２項ただし書の正当な理由があると

きに該当すると解するのが相当である。なお、前記前提事実(10)及び(11)によれば、本件訴え

提起時に原告が求めたのは本件更正処分の取消しであり、それが、平成２０年７月２５日に交

換的に本件再更正処分の取消訴訟に変更された（この時点で、同訴訟が提起された）と解すべ

き余地が十分にある。しかし、そのように解した場合でも、以上に説示したところに加え、本

件訴状に本件裁決の内容に不服がありその原処分の取消しを求める旨等の記載があることに

かんがみれば、原告が本件訴状を提出した時点において本件再更正処分の取消訴訟を提起する

意思を潜在的に有していたことが十分にうかがわれ、被告の変更を伴うものでないことや前記

(1)において説示した本件更正処分と本件再更正処分の関係等を併せ考えれば、本件再更正処

分の取消訴訟が本件訴状提出時に提起されたものと同視すべき特段の事情があるということ

ができる。 
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(3) そして、他にこれを違法というべき事情も認められないから、本件再更正処分の取消しを

求める訴えは適法である。 

２ 争点(2)についての判断の基礎とすべき事実について 

 前記前提事実並びに後掲各証拠及び弁論の全趣旨を総合すると、以下の事実を認めることがで

きる。 

(1) 本件Ａ土地の状況等について 

ア 本件Ａ土地は、あきる野市の市街化区域のうち、路線価地域並びに主要地方道Ｆ号線（Ｍ

通り）沿い及び都道Ｇ号線（Ｎ線）沿いの地域以外の地域にあり、本件相続開始時には畑（果

樹園）として利用されていた。本件Ａ土地は道路にほぼ等高に接する平坦な土地であり、形

状は不整形である。また、本件Ａ土地は、本件相続開始時において生産緑地であり、買取り

の申出により市町村長に対し時価で買い取るべき旨の申出をすることができる土地であっ

た。（乙６ないし８、弁論の全趣旨） 

 そして、本件Ａ土地の近傍宅地の平成１６年度の固定資産税評価額は、１㎡当たり８万６

２５６円であった。（乙９） 

イ 原告は、本件Ａ土地と公衆用道路を挟んで隣接する土地（あきる野市に所在する土地の一

部。以下「本件Ａ土地隣接土地」という。）を平成１９年に譲渡した。その際の１㎡当たり

の譲渡平均価格は１２万３３３４円であった。この価格を基に時点修正すると平成１６年当

時の上記土地の１㎡当たりの譲渡価格は約１２万８３４０円となる。時点修正の方法は、本

件Ａ土地隣接土地の所在するあきる野市Ａ地区に近接する地価公示地の３か所の平成１６

年の価額と平成１９年の価額を比較し、平成１６年から平成１９年の間の上記３か所の下落

率の平均値である３．９％で本件Ａ土地隣接土地の売買価格の割り戻しをするというもので

ある。（弁論の全趣旨） 

(2) 本件Ｂ土地の状況等について 

ア 本件Ｂ土地は、あきる野市にあり、本件相続開始時には畑として利用されていた。本件Ｂ

土地は北側及び東側で幅員６．０ｍの道路にそれぞれ接面する（以下、本件Ｂ土地に北側で

接面する道路を「本件Ｂ土地北側道路」といい、本件Ｂ土地に東側で接面する道路を「本件

Ｂ土地東側道路」という。）角地で、北東の角を隅切りされたやや不整形（台形状）の土地

である。また、本件Ｂ土地は土地区画整理事業を了したほぼ平坦な土地である。（乙２の１・

２、同７、１５） 

イ 本件Ｂ土地と同じ区画整理地域内の住宅地としての地価公示地（標準地番号      

 ）の地価公示価格は、平成１６年１月１日現在で１３万５０００円、平成１７年１月１日

現在で１２万８０００円である。（乙１１の１・２、同１８の１・２） 

(3) 本件各山林の状況等について 

ア 本件各山林は、東京都の西方の山地から東方の武蔵野台地に向けて連なる丘陵の一つにあ

るが、この丘陵は八王子市の北部に位置し、北方を多摩川（Ｎ）、南方を浅川に挟まれ、多

摩川南岸に沿って南東になだらかに連なっている。本件各山林は、西から本件Ｄ山林の所在

するＪ町、同町の東側に接して本件Ｃ山林の所在するＩ町、同町の北東側に接して本件Ｅ山

林の所在するＫ町の順に並んで位置し、これらの町の北側は、●●市と接している。Ｉ町と

Ｊ町のそれぞれの町の中心部をＨ街道（国道Ｗ号線）が東西に横断しており、Ｈ街道は、Ｉ

町とＪ町の主要な道路となっている。Ｋ町は、Ｎの南側に位置し、同町の中心部付近を都道
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Ｇ号線が南北に縦断しており、同町の主要な道路となっている。Ｉ町及びＪ町付近のＨ街道

沿い並びにＫ町付近の都道Ｇ号線沿いは、一部に農地として利用されている土地もあるが、

ほぼ建物が建ち並んだ状態である。 

 本件Ｃ山林は、Ｈ街道の北側に位置し、隣接地にはＴ病院、Ｕ大学、八王子市立Ｖ中学校

など宅地開発された施設がある。本件Ｃ山林の標高は最も高いところで約２００ｍであるが、

本件Ｃ山林と隣接する上記施設には標高約１９０ｍの位置に建設されたものもあり、また、

平成２０年７月３１日時点では、本件土地９の頂上付近（標高約１９０ｍ）は平坦に整地さ

れている。本件Ｃ山林は、南向きに傾斜しているいわゆる南斜面の土地である。 

 本件Ｄ山林は、Ｈ街道の南側に位置し、西側でＯ、北側でＰ高校及び中学校、東側でＱ事

業所及びＹ（Ｙ跡地ではＲ公園の整備が行われている。）、南側でＳ等と隣接している。本件

Ｄ山林の標高は最も高いところで２２０ｍ程度であり、上記隣接する施設と比較して同程度

又はやや高いところに位置する。本件Ｄ山林は、北向きに傾斜しているいわゆる北斜面の土

地である。 

 本件Ｅ山林は、Ｋ町の北部に所在し、都道Ｇ号線の西側の斜面に位置している。本件Ｅ山

林のある場所は、Ｉ町の北東側と接し、同町と一体となって一つの尾根を形成している。本

件Ｅ山林の周囲には、上記のＴ病院があり、また、本件Ｅ山林とＮとの間には農地となって

いる部分がある。本件Ｅ山林の標高は最も高いところで１７０ｍ程度であるが都道Ｇ号線及

び上記農地の標高はおおむね１００ｍないし１１０ｍである。本件Ｅ山林に含まれる土地の

うち、本件土地２５は、その地積５４５４㎡のうち４０９９㎡が土砂流出防備保安林（主伐

に係る伐採種は定められていない。）に指定され、非課税となっている。 

（以上、甲１、２の１ないし５、同３の１ないし６、同４の１ないし１０、同５の１・２、

乙３、７、１９ないし２１） 

イ 八王子市内にある山林の地価公示地の中で中間山林としての地域にある標準地（３か所）

における平成１６年の地価公示価格は、１㎡当たり３９００円、４５００円、６６００円で

ある（乙１１の１・２。なお、原告は、甲第９ないし第１２号証の各１・２を根拠に、これ

らの山林の地価公示地が、宅地化を予定された市街地付近の土地であり、現在は宅地化され

ている旨主張するが、証拠（乙１１の２、同１９、２２、２３の１・２、同２４、２５の１・

２、同２６ないし３４）に照らし、その事実を認めることはできない。）。また、原告は、本

件Ｃ山林と隣接する八王子市に所在する山林を平成１７年に譲渡しているが、この譲渡価額

は１㎡当たり６０５０円であった（甲８。なお、この点につき、原告は、１㎡当たり６０５

０円という価格は、造成費用を基準として算定されたものであり、土地自体の価値はないと

か、通常の売買とは異なる価格で売買されたものであるとか主張するが、それらの点を認め

るに足りる証拠はない。）。 

３ 争点(2)（本件各土地の評価の適法性）について 

(1) 相続税の対象となる財産の評価について 

 相続税の課税価格となる相続財産の価額は原則として当該財産の（相続による）取得の時に

おける時価により算定するものとされている（相続税法２２条）が、この時価とは、相続開始

時における当該財産の客観的交換価値をいうものと解される。もっとも、相続財産の客観的交

換価値といっても、必ずしも一義的に確定されるものではないことから、課税実務においては、

相続財産評価の一般的基準が評価通達（以下、特に注記しない限り、これに従って定められた
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定めを含む。）によって定められ、これに定められた画一的な評価方式によって相続財産の時

価、すなわち客観的交換価値を評価するものとしている。これは、相続財産の客観的な交換価

値を個別に評価する方法を採ると、その評価方式、基礎資料の選択の仕方等により異なった評

価額が生じることを避け難く、また、課税庁の事務負担が重くなり、回帰的かつ大量に発生す

る課税事務の迅速な処理が困難となるおそれがあることなどからして、あらかじめ定められた

評価方式によりこれを画一的に評価する方が、納税者間の公平、納税者の便宜、徴税費用の節

減という見地から見て合理的であるという理由に基づくものである。そして、評価通達の定め

る前記のような評価方法は、一般的に合理性を有するものとして、課税実務上も定着している

ものということができる。したがって、相続財産の価格は、評価通達によって評価するとかえ

って実質的な租税負担の公平を著しく害することが明らかであったり、その評価方法によって

は時価を適切に算定することができず、これを超える結果となることが明らかであるなど、評

価通達によって評価することが相当ではないと認められる特段の事情がない限り、評価通達に

規定された評価方法によって評価するのが相当であり、その評価の結果をもって適切な時価と

推認することができるものというべきである。 

(2) 本件Ａ土地について 

ア 本件Ａ土地の価額を評価通達に従って算出すると、以下のとおりとなる。 

(ア) 前記２(1)ア及び評価倍率表（乙６）によれば、本件Ａ土地は、市街地農地として宅

地比準方式（別紙２の１３(1)の方式）により価額を算出すべきものである（別紙２の１

２(2)、１３(1)）。 

(イ) 本件Ａ土地が宅地であるとした場合の１㎡当たりの価額は、別紙２の１３(4)、３(2)

及び１０並びに評価倍率表によれば、本件Ａ土地の近傍宅地の固定資産税評価額を１．１

倍した価額を基に算出すべきことになるが、前記２(1)アによれば、本件Ａ土地の近傍宅

地の固定資産税評価額は、８万６２５６円であるから、本件Ａ土地が宅地であるとした場

合の１㎡当たりの価額の算出の基となる近傍宅地の１㎡当たりの価額は、８万６２５６円

に１．１を乗じた９万４８８１円となる。 

(ウ) 次に、本件Ａ土地の近傍宅地と本件Ａ土地の位置、形状等の条件の差を考慮する必要

がある（別紙２の１３(4)）。その方法として、別紙２の６の奥行価格補正及び同８の不整

形地補正を用いるのが相当である（補正率については、本件Ａ土地の周辺の状況等（乙７

等参照）によれば普通住宅地区の補正率を参考とするのが相当である。）ところ、本件Ａ

土地の想定整形地は、別紙３の図面のとおりであり、想定整形地の間口距離は１７．０ｍ、

奥行距離は１１．４ｍ、地積は１９３．８㎡となる。そうすると、本件Ａ土地の奥行距離

は、評価通達２０(2)により本件Ａ土地の地積１２１㎡を想定整形地の間口距離１７．０

ｍで除した７．１ｍとなり、奥行価格補正率は別紙２の６により０．９５となる。また、

かげ地割合は、別紙２の８により、１９３．８㎡から１２１㎡を差し引いたものを１９３．

８㎡で除した３７．５６％となる。これら及び別紙２の６及び８によれば、奥行価格補正

率は０．９５、不整形地補正率は０．８８となる。したがって、本件Ａ土地が宅地である

とした場合の１㎡当たりの価額は、９万４８８１円に奥行価格補正率０．９５と不整形地

補正率０．８８を順次乗じて、７万９３１９円となる。 

(エ) さらに、別紙２の１３(1)によれば、本件Ａ土地の価額の算定のためには、その農地

を宅地に転用する場合において通常必要と認められる１㎡当たりの造成費に相当する金



14 

額として国税局長が定める金額を控除する必要がある。この金額を定めた本件造成費基準

によれば、本件Ａ土地は前記２(1)アのとおり平坦地であり、本件相続開始時には果樹の

植えられた畑として利用されていたことに照らし、整地費として１㎡当たり５００円、伐

採・抜根費として１㎡当たり６００円を控除すべきである。したがって、上記の国税局長

が定める金額を控除した価額は、７万９３１９円から５００円と６００円を差し引いた７

万８２１９円となる。原告は、造成費として１㎡当たり４０００円を控除すべきであると

するが、本件造成費基準によって評価することが相当ではないと認められる特段の事情は

認められない以上、この主張は失当である。 

(オ) 以上の結果に本件Ａ土地の地積１２１㎡を乗じた金額は９４６万４４９９円であり、

前記２(1)アのとおり、本件Ａ土地は本件相続開始時において買取りの申出により市町村

長に対し時価で買い取るべき旨の申出をすることができる生産緑地であったから、これに

別紙２の１４(2)による生産緑地の補正を行う必要があり、本件Ａ土地の価額は、９４６

万４４９９円に１から０．０５を控除したものを乗じた８９９万１２７４円となる。 

イ 原告は、① 路線価方式によって計算すべきであること、② 不整形地補正率は０．８２

とすべきであること、③ 路線価に奥行価格補正率及び不整形地補正率を乗じ、造成費を控

除してから時点補正率、相続税評価倍率（１．１）、生産緑地による調整率を乗じ、地積を

乗じるという算出方法を採るべきことを主張するが、これらは、上記ア(ア)ないし(オ)によ

れば、いずれも評価通達の定める算出方法とは異なる方法であるところ、評価通達によって

評価することが相当ではないという事情は認められないことからすれば、原告の上記各主張

に理由はない（なお、上記①に関し、原告が路線価として主張する９万６７００円に時点補

正率として主張する０．８９２を乗ずると８万６２５６円となって本件Ａ土地の近傍宅地の

固定資産税評価額と同一となるから、この点に関し、原告の主張を採用したとしても結論に

影響しない。）。 

(3) 本件Ｂ土地について 

ア 本件Ｂ土地の価額を評価通達に従って算出すると、以下のとおりとなる。 

(ア) 前記２(2)ア及び評価倍率表によれば、本件Ｂ土地は、市街地農地として宅地比準方

式（別紙２の１３(1)の方式）により価額を算出すべきものである（別紙２の１２(2)、１

３(1)）。 

(イ) 本件Ｂ土地が宅地であるとした場合の１㎡当たりの価額は、別紙２の１３(4)及び評

価倍率表によれば、本件Ｂ土地の路線価を基に算出することになる。路線価図によれば、

本件Ｂ土地北側道路及び本件Ｂ土地東側道路の路線価はいずれも１㎡当たり１１万円で

ある。 

(ウ) そして、本件Ｂ土地の奥行価格補正率等を求めるためには、本件Ｂ土地北側道路と本

件Ｂ土地東側道路のどちらが正面路線であるかを定める必要があるが、評価通達２０(2)

によれば、別紙４及び５の図面のとおり、本件Ｂ土地北側道路を正面と見た場合の奥行距

離は２１ｍとなり（本件Ｂ土地の地積５０８㎡を間口距離である２３ｍで除した２２ｍが

想定整形地の奥行である２１ｍを超えるため、想定整形地の奥行である２１ｍが本件Ｂ土

地の奥行となる。）、本件Ｂ土地東側道路を正面と見た場合の奥行距離は２３．６ｍ（本件

Ｂ土地の地積を間口距離である２１．５ｍで除した数値が想定整形地の奥行距離を超えな

いためこの数値となる。）となって、別紙２の６によりいずれも奥行価格補正率は１．０
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０となることから、奥行価格補正後の本件Ｂ土地北側道路の路線価と本件Ｂ土地東側道路

の路線価は同一であり、本件Ｂ土地が接する距離が長い本件Ｂ土地北側道路を正面路線と

するのが相当である。 

(エ) 次に、別紙２の６ないし８について検討する。本件Ｂ土地の正面路線を上記(ウ)のと

おり本件Ｂ土地北側道路とすると、想定整形地の間口距離は２７ｍ、奥行距離は２１ｍ、

地積は５６７㎡となる。そして、本件Ｂ土地の奥行距離は上記(ウ)のとおり２１ｍである

から、奥行価格補正率は別紙２の６により１．００となる。また、本件Ｂ土地東側道路を

正面路線とした場合の奥行距離は上記(ウ)のとおり２３．６ｍで、この場合の奥行価格補

正率も別紙２の６により１．００となる。さらに、本件Ｂ土地のかげ地割合は、別紙２の

８により、５６７㎡から５０８㎡を差し引いたものを５６７㎡で除して１０．４％となり、

不整形地補正率は０．９９となる。これらによれば、本件Ｂ土地が宅地であるとした場合

の１㎡当たりの価額は、次のようになる。 

 まず、本件Ｂ土地の路線価１１万００００円に奥行価格補正率（別紙２の６の１．００）

を乗じて１１万００００円となる。次に別紙２の７の側方路線影響加算は、本件Ｂ土地東

側道路の路線価１１万００００円に奥行価格補正率１．００を乗じた上で、側方路線影響

加算率（別紙２の７(2)のとおり０．０５）を乗じて算出し、５５００円となる。そこで、

別紙２の７により、側方路線影響加算をした後の価額は、１１万５５００円となる。さら

に、別紙２の８により不整形地補正をすることとし、本件Ｂ土地のかげ地割合は１０．４％

であるから、不整形地補正率は０．９９となって、本件Ｂ土地が宅地であるとした場合の

１㎡当たりの価額は、１１万５５００円に０．９９を乗じた１１万４３４５円となる。 

(オ) また、別紙２の１３(1)によれば、本件Ｂ土地の価額の算定のためには、その農地を

宅地に転用する場合において通常必要と認められる１㎡当たりの造成費に相当する金額

として国税局長が定める金額を控除する必要がある。この金額を定めた本件造成費基準に

よれば、本件Ｂ土地は前記２(2)アのとおり土地区画整理事業を了した平坦な土地である

が、本件相続開始時畑として利用されていたため、整地費として１㎡当たり５００円を控

除すべきである。したがって、上記の造成費を控除した価額は、１１万４３４５円から５

００円を差し引いた１１万３８４５円となる。原告は、本件Ｂ土地の周辺が将来商業地と

なることも予想されるから、造成費として１㎡当たり４０００円を控除すべきであるとす

るが、本件造成費基準によって評価することが相当ではないと認められる特段の事情は認

められないから、この主張は失当である。 

(カ) 以上の結果に本件Ｂ土地の地積５０８㎡を乗じた金額は、５７８３万３２６０円とな

り、これが本件Ｂ土地の価額となる。 

イ 原告は、① 奥行価格補正率は０．９９であること、② 不整形地補正率は０．９５であ

ることを主張するが、これらは、上記ア(ア)ないし(カ)によれば、いずれも評価通達の定め

る算出方法とは異なる方法であるところ、評価通達によって評価することが相当ではないと

いう事情は認められないことからすれば、原告の上記各主張に理由はない。 

(4) 本件各山林について 

ア 本件各山林の価額を評価通達に従って算出すると以下のとおりとなる。 

(ア) 前記２(3)ア及び評価倍率表によれば、本件各山林は、中間山林として倍率方式によ

り価額を算出すべきものである（別紙２の１５(1)、１７）。 
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(イ) 評価倍率表によれば、本件各山林の評価のため固定資産税評価額に乗ずべき倍率は、

本件Ｃ山林の場合は８５倍、本件Ｄ山林の場合は４３倍、本件Ｅ山林の場合は６９倍であ

り、本件各山林に含まれる各土地（ただし、本件土地２５を除く。）の価額は、これらの

各土地の固定資産税評価額（乙第３号証参照）に、上記の倍率を乗じた額となり、別表５

の各土地の②評価額欄のとおりである。なお、本件土地２５については、保安林として指

定されている４０９９㎡の部分（以下「本件土地２５保安林部分」という。）について固

定資産税評価額が付されていないため、別紙２の１８により、本件土地２５保安林部分の

付近にある本件土地２５のうち本件土地２５保安林部分以外の部分（１３５５㎡）に係る

１㎡当たりの固定資産税評価額２７．７円に本件土地２５保安林部分の面積４０９９㎡を

乗じた１１万３５４２円を本件土地２５保安林部分の固定資産税評価額とし、本件土地２

５全体の固定資産税評価額１５万１０７５円に本件Ｅ山林における倍率である６９を乗

じた１０４２万４１７５円からその価額に０．３を乗じたものを控除した７２９万６９２

２円がその価額となる。 

イ 原告は、一つの町に属する山林全体について同一の倍率を付することは相続税法２２条に

反し、評価通達７－２(3)にも違反する旨主張する。しかし、原告の指摘する評価通達の定

め（別紙２の２）は、山林の評価の単位を１筆とする旨定めたものにすぎず、山林の評価倍

率をどのように定めるかにはかかわらないと解される。むしろ、別紙２の１７（評価通達４

８）が、地価事情の類似する地域ごとに国税局長が倍率を定める旨規定していることからす

ると、評価通達（以下、この段落においては財産評価基本通達のみを指す。）は、画一的か

つ迅速的な処理の観点から、国税局長が同一の倍率を定める地域に含まれる各山林の地価事

情が同一であることまでを求めているとはいえず、ある程度地価事情に幅があることを予定

していると解するのが相当であり、地価事情が類似すると認められる範囲であれば、地価事

情が多少異なる土地について同一の倍率が定められていても、評価通達に反することにはな

らないと解すべきであり、このことは、一つの町に属する山林全体に同一の倍率が付された

としても同様である。このことを更に敷えんすると、山林である以上、一部に標高の高い部

分や急勾配の部分が含まれることは当然であり、評価通達はそのようなことも勘案した上で

「地価事情の類似する地域」ごとに倍率を定めるべきことを定めていると解される。そして、

中間山林は、市街地や別荘地の周辺に位置し、通常の山林（別紙２の１６（評価通達４７）

が、林産物の搬出の便を価額の考慮要素としていることからして、林業を目的とするものを

いうと解される。）と状況を異にすることにかんがみれば、中間山林の価額を決定する事情

としては、林産物の搬出の便等林業経営に着目した事情よりも、周辺の市街地化の程度や市

街地の中心への交通の便といった所在地による事情が主要なものになると考えられ、以上に

よれば、町という行政上の地域区分に属する山林全体について同一の倍率が付されたとして

もそのことから直ちに当該国税局長の定めが不合理であるとはいえず、相続税法２２条に反

するということもできないというべきである。 

ウ 原告は、同じ斜面の麓に近いところに位置する本件土地２９（本件Ｅ山林に属する。）よ

りも、尾根に近いところに位置する本件土地１９（本件Ｃ山林に属する。）の方が１㎡当た

りの価額が高額となるのは不合理である旨主張する。しかし、前記のとおり、中間山林の評

価はある程度個別の事情が捨象された地価事情が類似する地域ごとに倍率が定められてい

るのであり、本件Ｃ山林の１㎡当たりの価額が本件Ｅ山林の１㎡当たりの価額の約１．２倍



17 

であるとしても、市街地化の程度や市街地の中心への交通の便等の地価事情が異なる（Ｉ町

の主要道路は国道であり、中学校や大学が所在するのに対し、Ｋ町の主要道路は都道であり、

Ｋ町に学校施設が所在するとは認められない（前記２(3)ア、乙１９）。）ことからすれば、

そのことから直ちに評価通達によって評価することが相当ではないと認められる特段の事

情があると認めることはできない。 

 また、原告は、本件土地４と本件土地７が傾斜や林産物の搬出距離などにおいて大きく異

なるにもかかわらず１㎡当たりの価額が同一となっているのは不合理である旨主張する。し

かし、前示のとおり、個別の事情はある程度捨象されて評価額は算定されるのであり、市街

地化の程度や市街地の中心への交通の便が同等である町を単位として同一の倍率を定める

ことが不合理であるとは認められないことにかんがみ、そのことから直ちに評価通達によっ

て評価することが相当ではないと認められる特段の事情があるということはできない。 

 その他、本件各山林の評価額について、評価通達によって評価することが相当ではないと

認められる特段の事情があると認めるに足りる証拠はない。 

エ さらに、原告は、本件各山林の一部は純山林として評価すべきであると主張する。しかし、

前記２(3)アの本件各山林の状況及び本件各山林の周囲の状況（ことに、本件各山林の周辺

に学校、病院、ゴルフコース等が本件各山林と大きく変わらない標高の位置に存在し、また、

本件山林と近辺の道路等との標高差もそれほどないこと）に加え、八王子市内で市街化調整

区域にある山林が純山林として評価されるものとされている地域は中央自動車道の北側に

あっては都道Ｌ号線の西側にほぼ限られ、本件各山林とは少なくとも２ｋｍ離れていること

（乙６、１９）からすれば、本件各山林は、いずれも、通常の山林と状況を異にするため純

山林として評価することを不適当と認めるもの（別紙２の１５(1)参照）に該当するという

べきであり、原告の上記主張は失当である。 

４ 本件再更正処分及び本件賦課決定処分（いずれも本件裁決により一部取り消された後のもの）

の適法性について 

(1) 以上を前提に、本件再更正処分及び本件賦課決定処分の適法性について検討する。 

(2) 本件相続に係る原告の相続税についてみると、被告が本訴において主張する別紙１更正等

の根拠及び計算の１記載の原告の相続税の額の計算は相当であり、これによって計算した原告

の納付すべき相続税額は同別紙の１(3)キのとおり２億８９９４万５１００円であると認めら

れ、別表１の⑨の「納付すべき税額」欄記載の原告に係る本件再更正処分における原告が納付

すべき相続税額（本件裁決により一部取り消された後のもの）は、上記別紙の１(3)キ記載の

原告の納付すべき相続税額の範囲内であるから、本件再更正処分は適法である。 

(3) また、本件更正処分に係る原告の過少申告加算税についてみると、被告が本訴において主

張する別紙１更正等の根拠及び計算の２記載の原告に係る過少申告加算税の額の計算は相当

であり、これによって計算した原告の過少申告加算税の額は同別紙の２のとおり１９８８万８

５００円であると認められ、別表１の⑨の「過少申告加算税」欄記載の原告に係る本件賦課決

定処分に基づく過少申告加算税額（本件裁決により一部取り消された後のもの）は、上記別紙

２記載の過少申告加算税と同額であるから、本件賦課決定処分は適法である。 

５ 結論 

 よって、原告の請求はいずれも理由がないから棄却することとし、訴訟費用の負担について、

行政事件訴訟法７条、民訴法６１条を適用して、主文のとおり判決する。 
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東京地方裁判所民事第２部 

裁判長裁判官 川神 裕 

   裁判官 小海 隆則 

   裁判官 須賀 康太郎 



19 

（別紙１） 

更正等の根拠及び計算 

１ 原告の相続税額 

(1) 課税価格の合計額（別表２の⑩の「合計額」欄の金額） １４億１９２９万４０００円 

 上記金額は、次のアの金額のうち、本件共同相続人がそれぞれ相続により取得した財産の価額（別

表２の⑦の原告及び訴外相続人らの各金額）から、次のイの金額のうち同人らがそれぞれ負担する

債務の金額（別表２の⑧の原告及び訴外相続人らの各金額）を控除した各人の課税価格（ただし、

国税通則法１１８条１項の規定により、各相続人ごとに課税価格の１０００円未満の端数金額を切

り捨てた後の金額、すなわち、別表２の⑩の原告及び訴外相続人らの金額）を合計した金額である。 

ア 本件相続により取得した財産の価額（別表２の⑦の「合計額」欄の金額） 

 １５億４９７１万０９２７円 

 上記金額は、本件共同相続人が取得した財産の総額であり、その内訳は次のとおりである。 

(ア) 土地等の価額（別表２の①の「合計額」欄の金額） １３億７４１７万５８１２円 

 上記金額は、別表５「土地の明細」に記載した各土地の価額の合計額である（別表５「土地

の明細」土地合計欄の②の評価額）。 

(イ) 家屋・構築物の価額（別表２の②の「合計額」欄の金額） ５１５３万０７５２円 

(ウ) 有価証券の価額（別表２の③の「合計額」欄の金額） ５００２万９９３５円 

(エ) 現金預貯金等の価額（別表２の④の「合計額」欄の金額） ５２７７万８７６４円 

 原告は、平成１８年２月９日本件修正申告書を提出しているところ、上記(イ)ないし(エ)の

各金額は、本件修正申告書第１１表の４枚目（家屋・構築物の価額）、同表５枚目（有価証券

の価額）及び同表６枚目（現金預貯金等の価額）に記載された金額と同額である。 

(オ) 立木（別表２の⑤の「合計額」欄の金額） ３４万２９３６円 

 上記金額は、本件修正申告書に記載された立木の価額３４万５５４９円が本件再更正処分に

よって一部減額されたものである。 

(カ) その他の財産の価額、（別表２の⑥の「合計額」欄の金額） ２０８５万２７２８円 

 上記金額は、本件修正申告書第１１表の８枚目に記載されたその他の財産の価額と同額であ

る。 

イ 債務等の金額（別表２の⑧の「合計額」欄の金額） １億３０４１万５２８７円 

 上記金額は、本件修正申告書第１表に記載された債務等の金額と同額である。 

(2) 原告の課税価格（別表２の⑩の「原告」欄の金額） ８億５９６９万円 

 上記金額は、次のアの金額からイの金額を控除した金額（ただし、国税通則法１１８条１項の規

定により、１０００円未満の端数を切り捨てた後の金額）である。 

ア 原告が相続により取得した財産の価額（別表２の⑦の「原告」欄の金額） 

 ９億８７６９万８５４１円 

イ 原告が負担した債務等の金額（別表２の⑧の「原告」欄の金額） １億２８００万８１１４円 

(3) 原告の納付すべき税額（別表２の⑮の「原告」欄の金額） ２億８９９４万５１００円 

 上記金額は、相続税法（ただし、平成１７年法律第２１号による改正前のもの。以下同じ。）１

５条ないし１７条の各規定に基づき、次のとおり算出した金額である。 

ア 本件相続税の課税価格の合計額（別表３の①及び別表２の⑩の「合計額」欄の金額） 

 １４億１９２９万４０００円 
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イ 遺産に係る基礎控除額（別表３の②の金額） １億円 

 上記金額は、上記アの課税価格の合計額から控除すべき基礎控除額であり、相続税法１５条の

規定により、５０００万円と１０００万円に本件相続に係る法定相続人の数である５を乗じて算

出した金額５０００万円との合計額である。 

ウ 課税遺産総額（別表３の③の金額） １３億１９２９万４０００円 

 上記金額は、上記アの金額から上記イの金額を控除した後の金額である。 

エ 法定相続分に応ずる取得金額（別表３の⑤の各人の金額） 

(ア) 原告（法定相続分８分の１） １億６４９１万１０００円 

(イ) 訴外相続人Ａ（法定相続分２分の１） ６億５９６４万７０００円 

(ウ) 訴外相続人Ｂ（法定相続分８分の１） １億６４９１万１０００円 

(エ) 訴外相続人Ｃ（法定相続分８分の１） １億６４９１万１０００円 

(オ) 訴外相続人Ｄ（法定相続分８分の１） １億６４９１万１０００円 

 上記(ア)ないし(オ)の各金額は、相続税法１６条の規定により、上記ウの金額に当該各相続人

の法定相続分に相当する割合をそれぞれ乗じて算出した金額（ただし、相続税法基本通達（昭和

３４年１月２８日付け直資１０国税庁長官通達（ただし、平成１７年５月３１日付け課資２－４

ほかによる改正前のもの））１６－３により、各法定相続人ごとに１０００円未満の端数を切り

捨てた後の金額）である。 

オ 相続税の総額（別表２の⑪及び別表３の⑦の金額） ４億７８６８万１１００円 

 上記金額は、上記エの各金額に、相続税法１６条に定める税率を適用してそれぞれ算出した金

額の合計額である。 

カ 原告の相続税額（別表２の⑬の「原告」の金額） ２億８９９４万５１０９円 

 上記金額は、相続税法１７条の規定により、上記オの金額に、原告の課税価格（別表２の⑩の

「原告の課税価格」欄の金額）が上記アの課税価格の合計額（同表の⑩の「合計額」欄の金額）

のうちに占める割合（同表の⑫の各人のあん分割合）を乗じて算出した金額である。 

キ 原告の納付すべき税額（別表２の⑮の「原告」欄の金額） ２億８９９４万５１００円 

 上記金額は、カの原告の相続税額について、国税通則法１１９条１項の規定により１００円未

満の端数を切り捨てた後の金額である。 

２ 本件更正処分に係る過少申告加算税について 

 本件更正処分により、原告が新たに納付すべき相続税額は１億３２５９万５５００円（甲第１号

証・裁決書別表３の２請求人甲の納付すべき税額欄の金額２億８９５４万６２００円から同別表１請

求人甲の修正申告等における納付すべき税額欄の金額１億５６９５万０７００円を控除した後の金

額、ただし、本件裁決により一部取り消された後のもの。別表４付表Ｃ欄参照）であるところ、原告

は、納付すべき税額を過少に申告していたものであり、過少申告したことについて、国税通則法６５

条４項に規定する正当な理由があるとは認められない。 

 したがって、原告に対し、国税通則法６５条１項の規定に基づき、過少申告加算税が賦課されるこ

ととなり、その課されるべき過少申告加算税の額は、次のとおりである。 

 １９８８万８５００円 

 上記金額は、国税通則法６５条１項及び２項の規定に基づく、次の(1)の金額と(2)の金額を合計し

た金額である。 

(1) １３２５万９０００円 
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 本件更正処分により新たに納付すべき税額１億３２５９万５５００円（別表４付表Ｃ欄、ただし、

国税通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）に、１００分の１

０の割合を乗じて算出した金額（別表４付表Ｄ欄）。 

(2) ６６２万９５００円 

 上記(1)の新たに納付すべき税額１億３２５９万５５００円（別表４付表Ｃ欄）に、本件修正申

告により新たに納付すべき税額（国税通則法６５条３項１号の累積増差税額）９３８１万１７００

円（別表４付表Ｅ欄）を加算した金額２億２６４０万７２００円（別表４付表Ｆ欄）のうち、① 

期限内申告税額（同条３項２号）６３１３万９０００円（別表４付表Ｇ欄）と、② ５０万円との

いずれか多い方の金額である① ６３１３万９０００円を超える部分に相当する税額（ただし、本

件更正処分により新たに納付すべき税額がその超える部分に相当する税額に満たないので、同条２

項かっこ書きに基づき、当該新たに納付すべき税額１億３２５９万５５００円（別表４付表Ｈ欄。

ただし、同法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの）である。）に１

００分の５の割合を乗じて算出した金額（別表４付表Ｉ欄）。 
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（別紙２） 

評価通達及び評価倍率表の定め 

１ 田及び畑（以下「農地」という。）は、１枚の農地（耕作の単位となっている１区画の農地をいう。）

を評価単位とする。 

 ただし、後記１３(1)の定めにより評価する市街地農地及び後記１４に定める生産緑地等は、それ

ぞれ利用の単位となっている一団の農地を評価単位とする。（以下略）（評価通達７－２(2)） 

２ 山林は、１筆の山林を評価単位とする（評価通達７－２(3)本文）。 

３ 宅地の評価は、原則として、次に掲げる区分に従い、それぞれ次に掲げる方式によって行う（評価

通達１１）。 

(1) 市街地的形態を形成する地域にある宅地 路線価方式（評価通達１１(1)） 

(2) (1)以外の宅地 倍率方式（評価通達１１(2)） 

４ 路線価方式とは、その宅地の面する路線に付された路線価を基とし、後記６ないし８等の定めによ

り計算した金額によって評価する方式をいう（評価通達１３）。 

５ 路線価方式により評価する地域については、宅地の利用状況がおおむね同一と認められる一定の地

域ごとに、国税局長が次に掲げる地区を定めるものとする（評価通達１４－２）。 

(1) （略）（評価通達１４－２(1)ないし(4)） 

(2) 普通住宅地区（評価通達１４－２(5)） 

(3) （略）（評価通達１４－２(6)、(7)） 

６ 一方のみが路線に接する宅地の価額は、路線価にその宅地の奥行距離に応じて奥行価格補正率（普

通住宅地区における奥行価格補正率は、奥行距離４ｍ以上６ｍ未満の場合０．９２、奥行距離６ｍ以

上８ｍ未満の場合０．９５、奥行距離１０ｍ以上２４ｍ未満の場合１．００、奥行距離２４ｍ以上２

８ｍ未満の場合０．９９、奥行距離４０ｍ以上４４ｍ未満の場合０．９２である。評価通達付表１）

を乗じて求めた価額にその宅地の地積を乗じて計算した価額によって評価する（評価通達１５）。 

７ 正面と側方に路線がある宅地（以下「角地」という。）の価額は、次の(1)及び(2)に掲げる価額の

合計額にその宅地の地積を乗じて計算した価額によって評価する（評価通達１６）。 

(1) 正面路線（原則として、上記６により計算した１㎡当たりの価額の高い方の路線をいう。以下

同じ。）の路線価に基づき計算した価額（評価通達１６(1)） 

(2) 側方路線（正面路線以外の路線をいう。）の路線価を正面路線の路線価とみなし、その路線価に

基づき計算した価額に側方路線影響加算率（普通住宅地区における角地の場合の同加算率は０．０

５である。評価通達付表２）を乗じて計算した価額（評価通達１６(2)） 

８ 不整形地の価額は、評価通達２０(1)ないし(4)に例示するいずれかの方法により上記６、７等の定

めによって計算した価額に、その不整形の程度、位置及び地積の大小に応じて定める補正率（以下「不

整形地補正率」という。普通住宅地区における５００㎡未満の土地についてかげ地割合３５％以上４

０％未満の場合は０．８８、かげ地割合４５％以上５０％未満の場合は０．８２、普通住宅地区にお

ける５００㎡以上７５０㎡未満の土地についてかげ地割合１０％以上１５％未満の場合は０．９９、

かげ地割合２５％以上３０％未満の場合は０．９５である。なお、かげ地割合は、想定整形地の地積

から不整形地の地積を差し引いたものを想定整形地の地積で除して求める。評価通達付表４、５、同

付表（注）２）を乗じて計算した価額により評価する（評価通達２０）。 

９ 倍率方式とは、固定資産税評価額（地方税法３８１条の規定により土地課税台帳若しくは土地補充

課税台帳に登録された基準年度の価格又は比準価格をいう。）に国税局長が一定の地域ごとにその地
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域の実情に即するように定める倍率を乗じて計算した金額によって評価する方式をいう（評価通達２

１）。 

１０ 倍率方式により評価する宅地の価額は、その宅地の固定資産税評価額に地価事情の類似する地域

ごとに、その地域にある宅地の売買実例価額、公示価格、不動産鑑定士等による鑑定評価額、精通者

意見価格等を基として国税局長の定める倍率を乗じて計算した金額によって評価する（評価通達２１

－２）。 

１１ 農地を評価する場合、その農地を次に掲げる農地のいずれかに分類する（評価通達３４）。 

(1) （略）（評価通達３４(1)ないし(3)） 

(2) 市街地農地（評価通達３４(4)） 

１２ 市街地農地とは、次に掲げる農地のうち、そのいずれかに該当するものをいう（評価通達３６－

４）。 

(1) （略）（評価通達３６－４(1)） 

(2) 市街化区域内にある農地（評価通達３６－４(2)） 

(3) （略）（評価通達３６－４(3)） 

１３(1) 市街地農地の価額は、その農地が宅地であるとした場合の１㎡当たりの価額からその農地を

宅地に転用する場合において通常必要と認められる１㎡当たりの造成費に相当する金額として、整

地、土盛り又は土止めに要する費用の額がおおむね同一と認められる地域ごとに国税局長の定める

金額を控除した金額に、その農地の地積を乗じて計算した金額によって評価する（評価通達４０本

文）。 

(2) 本件Ａ土地及び本件Ｂ土地の存する地域においては、上記(1)の国税局長の定める金額は、平坦

地の場合、整地を必要とする場合の整地費として、整地を必要とする面積１㎡当たり５００円、伐

採・抜根を必要とする場合の伐採・抜根費として、伐採・抜根を必要とする面積１㎡当たり６００

円と定められ、傾斜地の場合、３度以下の傾斜度の土地では１㎡当たり４０００円と定められてい

る（以下、この定めを「本件造成費基準」という。乙６）。 

(3) 市街化区域内に存する市街地農地については、その農地の画定資産税評価額に地価事情の類似

する地域ごとに、その地域にある農地の売買実例価額、精通者意見価格等を基として国税局長の定

める倍率を乗じて計算した金額によって評価することができるものとし、その倍率が定められてい

る地域にある市街地農地の価額は、その農地の固定資産税評価額にその倍率を乗じて計算した金額

によって評価する（評価通達４０ただし書）。 

(4) その農地が宅地であるとした場合の１㎡当たりの価額は、その付近にある宅地について上記３

の方式によって評価した１㎡当たりの価額を基とし、その宅地とその農地との位置、形状等の条件

の差を考慮して評価するものとする（評価通達４０（注））。 

１４ 生産緑地の価額は、その生産緑地が生産緑地でないものとして評価した価額から、その価額に次

に掲げる生産緑地の別にそれぞれ次に掲げる割合を乗じて計算した金額を控除した金額によって評

価する（評価通達４０－３）。 

(1) （略）（評価通達４０－３(1)） 

(2) 課税時期において市町村長に対し買取りの申出が行われていた生産緑地又は買取りの申出をす

ることができる生産緑地 １００分の５（評価通達４０－３(2)） 

１５ 山林の評価は、次に掲げる区分に従い、それぞれ次に掲げる方式によって行う（評価通達４５）。 

(1) 純山林及び中間山林（通常の山林と状況を異にするため純山林として評価することを不適当と
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認めるものに限る。以下同じ。） 倍率方式（評価通達４５(1)） 

(2) （略）（評価通達４５(2)） 

１６ 純山林の価額は、その山林の固定資産税評価額に、地勢、土層、林産物の搬出の便等の状況の類

似する地域ごとに、その地域にある山林の売買実例価額、精通者意見価格等を基として国税局長の定

める倍率を乗じて計算した金額によって評価する（評価通達４７）。 

１７ 中間山林の価額は、その山林の固定資産税評価額に、地価事情の類似する地域ごとに、その地域

にある山林の売買実例価額、精通者意見価格等を基として国税局長の定める倍率を乗じて計算した金

額によって評価する（評価通達４８）。 

１８ 森林法その他の法令の規定に基づき土地の利用又は立木の伐採について制限を受けている山林

の価額は、上記１５ないし１７等により評価した価額（その山林が森林法２５条の規定により保安林

として指定されており、かつ、倍率方式により評価すべきものに該当するときは、その山林の付近に

ある山林につき上記１５ないし１７等により評価した価額に比準して評価した価額とする。）から、

その価額にその山林の上に存する立木について別に定める割合（一部皆伐の場合０．３（評価通達１

２３））を乗じて計算した金額を控除した金額によって評価する（評価通達５０）。 
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別紙３～５ 

 

省略 
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（別表１） 

課税処分等の経緯 

原告 甲 （単位：円） 

 区分 年月日 課税価格 納付すべき税額 過少申告加算税 

① 期 限 内 申 告 平成17年1月14日 271,876,000 63,139,000 －

② 修 正 申 告 平成18年2月9日 532,783,000 156,950,700 0

③ 加算税賦課決定 平成18年2月22日 － － 10,914,500

④ 更 正 処 分 等 平成18年6月30日 858,647,000 290,202,000 19,987,500

⑤ 異 議 申 立 て 平成18年7月6日 532,783,000 156,950,700 0

⑥ 異 議 決 定 平成18年10月6日 棄却 

⑦ 再更正処分等 平成18年10月31日 859,411,000 290,629,700 63,000

⑧ 審 査 請 求 平成18年11月6日 532,783,000 156,950,700 0

⑨ 裁 決 平成19年11月5日 858,707,000 289,546,200 19,888,500

（注１）課税価格は、1,000円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 

（注２）納付すべき税額は、100円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 
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（別表２） 

課税価格等の計算明細表 

（単位：円） 

 区分 合計額 原告 訴外相続人ら 

① 土 地 等 1,374,175,812 891,851,016 482,324,796

② 家 屋 ・ 構 築 物 51,530,752 45,312,902 6,217,850

③ 有 価 証 券 50,029,935 9,447,738 40,582,197

④ 現 金 預 貯 金 等 52,778,764 37,843,189 14,935,575

⑤ 立 木 342,936 342,936 0

⑥ そ の 他 の 財 産 20,852,728 2,900,760 17,951,968

⑦ 

財

産 

小 計 1,549,710,927 987,698,541 562,012,386

⑧ 債 務 等 130,415,287 128,008,114 2,407,173

⑨ 差 引 純 資 産 価 額 1,419,295,640 859,690,427 559,605,213

⑩ 課 税 価 格 1,419,294,000 859,690,000 559,604,000

⑪ 相 続 税 の 総 額 478,681,100  

⑫ あ ん 分 割 合 1 
859,690

1,419,294
 

559,604

1,419,294
 

⑬ 各 人 の 相 続 税 額 478,681,098 289,945,109 188,735,989

⑭ 配 偶 者 の 税 額 軽 減 額 155,995,791 0 155,995,791

⑮ 納 付 す べ き 税 額 322,685,200 289,945,100 32,740,100

（注）１ ⑩欄の原告及び他の相続人の各金額は、各人ごとに1,000円未満の端数を切り捨てた後の金

額であり、⑮欄の原告及び他の相続人の各金額は、100円未満の端数を切り捨てた後の金額で

ある。 

２ ⑪欄の金額は、別表３の⑦の金額である。 
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（別表３） 

相続税の総額の計算明細表 

（単位：円） 

 区分 訴外相続人Ａ 原告 訴外相続人Ｂ 訴外相続人Ｃ 訴外相続人Ｄ

① 課税価格の合計額 1,419,294,000 

② 遺産に係る基礎控除額 100,000,000 (50,000,000＋10,000,000×5) 

③ 
課税遺産総額 

（１の金額－２の金額） 
1,319,294,000 

④ 法定相続分 
1

2
 

1

8
 

1

8
 

1

8
 

1

8
 

⑤ 

法定相続分に応ずる取得金額 

（3の金額×4の法定相続分） 

（1000円未満切捨て） 

659,647,000 164,911,000 164,911,000 164,911,000 164,911,000

⑥ 相続税の総額の基となる税額 282,823,500 48,964,400 48,964,400 48,964,400 48,964,400

⑦ 相続税の総額 478,681,100 

（注）１ ①欄の金額は、別表２の⑩欄の合計額の金額である。 

２ ⑥欄の金額は、法定相続分に対応する金額の合計額である。 
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（別表４） 

過少申告加算税の計算 

 

本件賦課決定処分 

過少申告加算税額 

区分 
本件賦課決定処

分の額   Ａ

本件裁決後の額 

Ｂ 

増減(△印)差額

（Ｂ－Ａ） 

加 算 税 の 基 礎 と な る 税 額 ①
円

133,250,000 

円 

132,590,000 

 
①のうち国税通則法65条２項の規

定による加算税の基礎となる税額
②

円

133,250,000 

円 

132,590,000 

① に 対 す る 加 算 税 の 割 合 ③ 10/100 10/100 

 ② に 対 す る 加 算 税 の 割 合 ④ 5/100 5/100 

加 算 税 の 額

（ ① × ③ と ② × ④ の 合 計 額 ）
⑤

円

19,987,500 

円 

19,888,500 

円

△99,000 
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（別表４付表） 

本件賦課決定処分に係る加算税計算明細書 

区分 原告 

Ａ 本件修正申告に係る納付すべき税額 156,950,700

Ｂ 本件更正処分に係る納付すべき税額 289,546,200

Ｃ 

加算税の基礎となる税額 

（本件更正処分により新たに納付すべき税額） 

（Ｂ－Ａ） 

132,595,500

Ｄ 
国税通則法65条1項により計算した金額 

（１万円未満の端数切捨後のＣの金額×10/100） 
13,259,000

Ｅ 累積増差税額 93,811,700

Ｆ 
Ｃの税額にＥの累積増差税額を加算した金額 

（Ｃ＋Ｅ） 
226,407,200

Ｇ 期限内申告税額 63,139,000

Ｈ 国税通則法65条2項の加算の対象となる納付すべき税額 132,595,500

Ｉ 
国税通則法65条2項により加算する金額 

（１万円未満の端数切捨後のＨの金額×5/100） 
6,629,500

Ｊ 過少申告加算税の額（Ｄ＋Ｉ） 19,888,500

Ａ：別表１②「修正申告」欄に記載の納付すべき税額である。 

Ｂ：別表１⑨「裁決」欄に記載の納付すべき税額である。 

Ｃ：Ｂの金額からＡの金額を控除した金額である。 

Ｄ：国税通則法６５条１項の規定により、Ｃの金額（同法１１８条３項の規定により１万円未満の端数

を切り捨てた後のもの）に１００分の１０の割合を乗じて計算した金額である。 

Ｅ：国税通則法６５条３項１号の規定による累積増差税額であり、本件修正申告により新たに納付すべ

き税額（別表１②「修正申告」欄の納付すべき税額１億５６９５万０７００円から同表①「期限内

申告」欄の納付すべき税額６３１３万９０００円を控除した後の金額９３８１万１７００円）であ

る。 

Ｆ：国税通則法６５条２項の規定により、Ｃの金額にＥの金額を加算した金額である。 

Ｇ：国税通則法６５条３項２号の規定による期限内申告税額であり、別表１①「期限内申告」欄の納付

すべき税額である。 

Ｈ：国税通則法６５条２項の規定により、本件の場合、本件更正処分により新たに納付すべき税額（Ｃ

の金額）と同額となる。 

Ｉ：国税通則法６５条２項の規定により、Ｈの金額（同法１１８条３項の規定により１万円未満の端数

を切り捨てた後のもの）に１００分の５の割合を乗じて計算した金額である。 

Ｊ：別表１⑨「裁決」欄に記載の過少申告加算税の額（別表４⑤「加算税の額」欄の過少申告加算税額・

本件裁決後の額Ｂ欄参照） 
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（別表５） 

土地の明細 

 地目 利用状況 物件所在地 
① 
地積(㎡)

② 
評価額 

③ 
取得者 

④ 
略称 

1 畑 自用地 あきる野市  121 8,991,274 原告 
 本件Ａ土地 計 8,991,274  

本件Ａ土地 

2 畑 自用地 あきる野市  342
3 畑 自用地 あきる野市  166

57,833,260 原告 

 本件Ｂ土地 計 57,833,260  
本件Ｂ土地 

4 山林 自用地 八王子市  332 781,660 原告 
5 山林 自用地 八王子市  22,399 52,738,420 原告 
6 山林 自用地 八王手市  3,954 9,309,625 原告 
7 山林 自用地 八王子市  632 1,488,010 原告 
8 山林 自用地 八王子市  972 2,288,540 原告 
9 山林 自用地 八王子市  8,251 19,426,920 原告 
10 山林 自用地 八王子市  1,223 2,879,545 原告 
11 山林 自用地 八王子市  7,117 16,756,900 原告 
12 山林 自用地 八王子市  2,076 4,887,925 原告 
13 山林 自用地 八王子市  14,757 34,745,280 原告 
14 山林 自用地 八王子市  231 543,830 原告 
15 山林 自用地 八王子市  2,902 6,832,725 原告 
16 山林 自用地 八王子市  3,593 8,459,710 原告 
17 山林 自用地 八王子市  1,054 2,481,575 原告 
18 山林 自用地 八王子市  3,867 9,104,775 原告 
19 山林 自用地 八王子市  6,846 16,118,890 原告 
20 山林 自用地 八王子市  3,246 7,642,690 原告 
21 山林 自用地 八王子市  19,834 46,699,085 原告 
 本件Ｃ山林 計 103,286 243,186,105  

本件 
Ｃ山林 

22 山林 自用地 八王子市  7,509 8,943,957 原告 
23 山林 自用地 八王子市  902 1,074,355 原告 
24 山林 自用地 八王子市  13,338 15,886,866 原告 
 本件Ｄ山林 計 21,749 25,905,178  

本件 
Ｄ山林 

25 山林 自用地 八王子市  5,454 7,296,922 原告 
26 山林 自用地 八王子市  15,722 30,049,431 原告 
27 山林 自用地 八王子市  3,669 7,012,539 原告 
28 山林 自用地 八王子市  132 252,264 原告 
29 山林 自用地 八王子市  793 1,515,654 原告 
30 山林 自用地 八王子市  714 1,364,613 原告 
31 山林 自用地 八王子市  1,884 3,600,834 原告 
32 山林 自用地 八王子市  694 1,326,387 原告 
33 山林 自用地 八王子市  423 808,473 原告 
34 山林 自用地 八王子市  6,545 12,509,424 原告 
 本件Ｅ山林 計 36,030 65,736,541  

本件 
Ｅ山林 

 本件各山林 計 334,827,824  

本件 
各山林

 本件各土地 計 401,652,358  

本件 
各土地

35 畑 自用地 あきる野市  2,120 97,621,157 原告 
36 畑 自用地 あきる野市  1,385 52,006,352 原告 
37 畑 貸地 あきる野市  680 0 原告 
38 畑 自用地 あきる野市  197 32,875,269 原告 
39 畑 自用地 あきる野市  454 原告 
40 畑 自用地 あきる野市  1,677 58,698,810 原告 
41 畑 自用地 あきる野市  522 27,924,658 原告 
42 宅地 自用地 あきる野市  31,997,378 原告 
43 宅地 貸家建付地 あきる野市  323.00 20,375,679 原告 
44 宅地 貸地 あきる野市  196.00 8,925,840 原告 
45 宅地 貸地 あきる野市  726.00 32,056,384 原告 
46 宅地 貸地 あきる野市  472.00 19,485,812 原告 
47 宅地 貸家建付地 あきる野市  238.00 14,128,025 原告 
48 宅地 貸家建付地 あきる野市  914.48 90,162,936 原告 
49 山林 自用地 あきる野市  857 497,060 原告 
50 山林 自用地 あきる野市  38 22,040 原告 
51 山林 自用地 あきる野市  87 50,460 原告 
52 山林 自用地 あきる野市  139 132,050 原告 
53 その他 貸地 あきる野市  26 423,631 原告 

八王子市  
54 その他 自用地 

八王子市  
117 72,657 原告 

55 その他 私道 あきる野市  36 - 原告 
56 その他 貸地 あきる野市  275 2,742,460 原告 
 本件各土地以外の土地 計 490,198,658  

本件各土地以外の土地 

 原告 土地 計 891,851,016  
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 地目 利用状況 物件所在地 
① 
地積(㎡)

② 
評価額 

③ 
取得者 

④ 
略称 

57 自用地 あきる野市  395 21,482,075 訴外相続人 
58 自用地 あきる野市  680 36,344,640 訴外相続人 
59 自用地 あきる野市  565 38,082,695 訴外相続人 
60 自用地 あきる野市  651 0 訴外相続人 

あきる野市  訴外相続人 
あきる野市  訴外相続人 
あきる野市  訴外相続人 
あきる野市  訴外相続人 
あきる野市  訴外相続人 

61 

畑 

貸地 

あきる野市  

699 76,540,500

訴外相続人 
 畑 計 172,449,910  
62 自用地 あきる野市  31,997,378 訴外相続人 
63 貸家建付地 あきる野市  241.00 11,953,795 訴外相続人 
64 貸家建付地 あきる野市  68.00 5,191,479 訴外相続人 
65 貸家建付地 あきる野市  178.00 9,265,540 訴外相続人 
66 貸地 あきる野市  404.00 19,044,398 訴外相続人 
67 

宅地 

貸家建付地 あきる野市  327.00 24,876,358 訴外相続人 
 宅地 計 102,328,948  
68 自用地 あきる野市  163 12,827,122 訴外相続人 
69 貸地 あきる野市  1,454 60,864,440 訴外相続人 
70 自用地 あきる野市  147 9,782,997 訴外相続人 
71 貸地 あきる野市  6 213,840 訴外相続人 

貸地 あきる野市 232 訴外相続人 
賃地 あきる野市 185 訴外相続人 
貸地 あきる野市 177 訴外相続人 

72 

その他 

自用地 あきる野市 

 

135

35,604,839

訴外相続人 
 その他の土地 計 119,293,238  
 訴外相続人 土地合計 394,072,096  
73 畑 自用地 あきる野市  178 19,491,000 訴外相続人 
 訴外相続人 土地合計 19,491,000  
74 貸地 あきる野市  521.00 40,121,396 訴外相続人 
75 

宅地 
貸家建付地 あきる野市  297.00 28,640,304 訴外相続人 

 訴外相続人 土地合計 68,761,700  
 訴外相続人ら 土地 計 482,324,796  

本件土地以外の土地 

 土地合計 1,374,175,812  
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（別表６） 

本件各山林の評価額（原告主張） 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ 

林産物搬出指数 標高指数 
  地目 物件所在地 

地積(㎡) 
1㎡当たり

固定資産税

評価額(円)

地勢・

土層 

指数 

小出し

距離

(m)

小運搬

距離

(m)
指数

標高

(m)
指数 

修正指数 
Ｂ×Ｃ×Ｄ×Ｅ 

評価倍数

評価額 

Ａ×Ｆ×Ｇ

(円) 

4 山林 八王子市  

5 山林 八王子市  
22,731 27.70 0.405 770 10 0.40 188.7 0.90 4.04 

14

(純山林)
1,285,665

6 山林 八王子市  

8 山林 八王子市  
4,926 27.70 0.410 440 10 0.70 186.0 0.90 7.15 

14

(純山林)
493,092

7 山林 八王子市  632 27.70 0.390 430 10 0.70 184.0 0.90 6.81 65 279,754

9 山林 八王子市  

10 山林 八王子市  
9,474 27.70 0.390 670 10 0.50 194.0 0.85 4.59 65 2,826,567

11 山林 八王子市  

12 山林 八王子市  
9,193 27.70 0.385 670 10 0.50 199.0 0.85 4.53 

14

(純山林)
583,020

13 山林 八王子市  

14 山林 八王子市  
14,988 27.70 0.390 650 10 0.50 194.0 0.85 4.59 

14

(純山林)
963,128

15 山林 八王子市  

16 山林 八王子市  

17 山林 八王子市  

18 山林 八王子市  

11,406 27.70 0.400 760 10 0.40 184.0 0.90 3.99 
14

(純山林)
637,697

19 山林 八王子市  6,846 27.70 0.405 820 10 0.30 196.0 0.85 2.86 65 1,272,671

20 山林 八王子市  

21 山林 八王子市  
19,834 27.70 0.425 760 10 0.40 195.6 0.85 4.00 

14

(純山林)
1,110,704

本
件
Ｃ
山
林 

 本件Ｃ山林 計    9,452,298

22 山林 八王子市  

23 山林 八王子市  

24 山林 八王子市  

21,749 27.70 0.400 720 9 0.40 230.4 0.80 3.55 
14

(純山林)
1,080,925

本
件
Ｄ
山
林 

 本件Ｄ山林 計    1,080,925

25 山林 八王子市  1,355 27.70 0.430 310 12 0.80 160.0 0.90 8.58 42 488,287

 山林 八王子市  4,099 
(仮)27.7

0
0.430 310 12 0.80 160.0 0.90 8.58 

42×0.7

（保安林）
1,033,980

26 山林 八王子市  

27 山林 八王子市  

28 山林 八王子市  

10,523 27.70 0.410 620 12 0.50 168.0 0.90 5.11 
14

(純山林)
1,396,675

29 山林 八王子市  793 27.70 0.430 820 10 0.30 170.0 0.90 3.22 42 107,245

30 山林 八王子市  714 27.70 0.435 100 12 1.20 128.0 1.00 14.46 42 433,626

31 山林 八王子市  

34 山林 八王子市  
8,429 27.70 0.425 310 12 0.80 153.4 0.95 8.95 

14

(純山林)
1,056,153

32 山林 八王子市  694 27.70 0.430 310 12 0.80 116.0 1.00 9.53 42 277,780

33 山林 八王子市  423 27.70 0.430 310 12 0.80 116.0 1.00 9.53 42 169,309

本
件
Ｅ
山
林 

 本件Ｅ山林 計    4,963,055

本件山林 計    15,496,278

※ Ｃ地勢・土層指数の算出方法は別表７のとおり 
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（別表７） 

本件各山林の地勢・土層指数 

位置 傾斜 斜面の型 土層 土質 
 物件所在地 

部位 評点 方向 評点 角度 評点 型 評点
表土

(cm)
評点

全土層

(cm) 
評点 程度 評点

地勢・

土層

指数

4 八王子市  

5 八王子市  

山頂・

上部 
5.5 東 3 17 7 凸 5 15 7 45 11 下 2 0.405

6 八王子市  

8 八王子市  

上部・

中部 
7 南西 3 12 6 凸 5 15 7 45 11 下 2 0.410

7 八王子市  上部 6 北 2 0 6 凸 5 15 7 45 11 下 2 0.390

9 八王子市  

10 八王子市  

山頂・

上部 
5.5 北東 2.5 9 6 凸 5 15 7 45 11 下 2 0.390

11 八王子市  

12 八王子市  
山頂 5 北東 2.5 2 6 凸 5 15 7 45 11 下 2 0.385

13 八王子市  

14 八王子市  

山頂・

上部 
5.5 北東 2.5 12 6 凸 5 15 7 45 11 下 2 0.390

15 八王子市  

16 八王子市  

山頂・

上部 
5.5 北西 2.5 20 7 凸 5 15 7 45 11 下 2 0.400

17 八王子市  

18 八王子市  

山頂・

上部 
5.5 北東 2.5 16 7 凸 5 15 7 45 11 下 2 0.400

19 八王子市  
山頂・

上部 
5.5 東 3 21 7 凸 5 15 7 45 11 下 2 0.405

20 八王子市  上部 6 東 3 21 7 凸 5 15 7 45 11 下 2 0.410

21 八王子市  
山麓･

山頂 
7.5 西 3 20 7 凸 5 15 7 45 11 下 2 0.425

22 八王子市  

23 八王子市  

24 八王子市  

山頂･

上部 
5.5 北西 2.5 20 7 凸 5 15 7 60 11 下 2 0.400

八王子市  
山麓･

中部 
9 北 2 23 7 凸 5 15 7 60 11 下 2 0.430

25 

八王子市  
山麓･

中部 
9 北 2 23 7 凸 5 15 7 60 11 下 2 0.430

26 八王子市  

27 八王子市  

28 八王子市  

中部 8 北 2 12 6 凸 5 15 7 60 11 下 2 0.410

29 八王子市  中部 8 東 3 21 7 凸 5 15 7 45 11 下 2 0.430

30 八王子市  山麓 10 北東 2.5 13 6 凸 5 15 7 60 11 下 2 0.435

31 八王子市  山麓 10 北西 2.5 20 7 凸 5 15 7 60 11 下 2 0.445

32 八王子市  

33 八王子市  
山麓 10 北 2 13 6 凸 5 15 7 60 11 下 2 0.430

34 八王子市  
山麓･

山頂 
7.5 南 3 25 7 凸 5 15 7 60 11 下 2 0.425

注 本件土地３４の山林が標準山林である。 

  指数は、各評点の合計数を100で除して算出している。 


